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様式（第８条関係） 

 

審 議 結 果 

 

次の審議会等を下記のとおり開催した。 

審議会等の名称 第３３回 益田市行財政改革審議会 

開催日時 令和元年５月３０日（木） １５：００～１７：００ 

開催場所 益田市立市民学習センター１０３研修室 

出席者 

及び 

欠席者 

○出席者 

［審議会委員］ 

光延忠彦委員・西村延剛委員・藤井幸子委員・大久保稔委員・岩本誠委員 

佐々木真理子委員・齋藤陽亮委員 

［事 務 局］ 

島田博政策企画局長・志田原渉政策企画課長 

岩井加恵行革推進室長・野坂洋佑主任 

［事業担当課］ 

情報政策課 麻生英治課長 

市民課 吉野聡子課長 

人口拡大課 塩満正人課長 

 

○欠席者 

 宮田淳久委員・戸佐間恵子委員・田中文仁委員 

議題 
（１）行財政改革実施計画（継続改革期間）の進捗管理について 

（２）使用料・手数料の基本方針について 

公開・非公開の別 公開 

傍聴人の数 ０名 

問合せ先 政策企画局政策企画課行革推進室  電話：０８５６－３１－０１２１ 

審議経過 

１．開会あいさつ 

２．自己紹介（委員７名、事務局４名） 

３．審議会の開催スケジュールについて 【資料１】 

◆事務局からスケジュールについて説明し、委員の了解を得る 

・審議会は、４回開催の予定。前半２回は実施計画の進捗管理、後半２回は市民アンケートの実施につ

いて、現在の計画がＨ３２（Ｒ２）年度で終了することから、次期計画に向けた骨子案を協議いただ

く。 

・８月予定の第２回目審議会では、使用料等に関する協議として、現在市で策定しようとしている使用

料・手数料の基本方針についてご意見をいただく。 

・来年度は、通常の進捗管理に併せて、次期計画の指針等策定に向け、例年より４回程度開催回数を増

やし計８回行う予定。 

・総合管理計画個別施設計画についても来年度中に策定することとしており、来年度はボリュームが大

きくなる予定。 
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４．議題（１）行財政改革実施計画継続改革期間（Ｈ２９～３２）の進捗管理について 

◆実施項目の評価方法について事務局より説明【資料２－１、資料２－２】 

実施計画の各項目について事務局が状況を説明し、評価方法に基づき総合評価の決定と進捗に関する

意見を得る。 

・審議会では、前年度の益田市の取り組みについて委員にご意見、評価いただく。 

・結果は益田市のホームページに掲載し、政策調整会議、市議会にて定期的に報告する。 

・議事録は、毎回、匿名にてホームページに掲載する。 

・評価方法が昨年度と１点異なる。達成率評価において数値目標が設定されていない場合、実績値を表

示するのみで評価は行わないとなっている。この場合、進捗評価率を２倍して総合評点を求めるとし

ていたが、この点は昨年度審議会において年度ごとに評価すべきとのご意見をいただいたため、進捗

率だけで評価する。 

・各項目の取組状況をより詳しく説明できるよう、今年度から各担当課長に出席を依頼している。あい

にく都合のつかなかった課もあるが、出席できる課については、該当の項目で順次呼び入れる。 

 

実施項目２ 人事評価制度等を活用した人材育成  

［事務局／状況説明］ 

所管課は人事課と行革推進室で、人事課は本日欠席。 

５活動項目：Ｈ２９年度に実施できなかった職員アンケートは、Ｈ３０年度は実施できたため「ａ」、人

事評価制度も例年通り実施しており「ａ」 進捗率は１００％ 

 

６成果・効果額：職員アンケートで人事評価が人材育成につながっていると回答した職員数の割合とあ

るが、Ｈ３０年度は実施したのみで集計に至らず、割合を把握できていないため 達成率は０％ 

 

７総合評点計算：進捗率達成率合計１００％で「３」としたい 

 

実施状況：Ｈ３１年１月に職員アンケートを実施。Ｗｅｂまたは紙での回答とした。未集計につき今後

集計し、結果を人材育成に反映していくこととしている。 

人事評価制度は、職員が自分自身の現状と期待されている状態とのギャップを認識し、能力開発や能力

向上を図るツールとなっている。全職員対象に半期ごとに評価実施。目標管理により組織マネジメント

の向上につながっている。 

ご意見をお願いする。 

 

委員 
総合評価「３」でよいかどうかについて、去年は「２」。進捗率５０％から１００％

になった内容がどうかということが焦点になる。 

委員 
Ｈ２９年度は実施できていない職員アンケートが、Ｈ３０年度は実施できたという

ことか。アンケートの回収率はどうか。 

事務局 Ｈ３０年度はアンケート実施のみで集計ができていないため把握していない。 

委員 Ｈ３１年１月に実施しているが、いつ集計を予定しているか。 

事務局 今年度早々に集計し、次回または３回目の会議で報告したい。 

委員 
アンケート実施も効果的だが、集計できていないとなるとスピード感に欠ける。内

容が集計しづらいものでは。集計しやすいアンケートにすべきでは。 

委員 設問内容はどのようなものか。 

事務局 

経年比較をするため、質問項目は例年どおり。理想の職員像、人事評価制度に対す

る考え方を問うものとなっている。全部で問８まで、Ｗｅｂ回答メインとなっており

集計は困難ではない。早急に取り掛かりたい。 
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委員 進捗率評価が５０％から１００％になった根拠は。 

事務局 Ｈ２９年度は実施できなかった職員アンケートを実施したためである。 

委員 
アンケートは実施しているが、成果が見えないため、点数は変わらないのではない

か。 

委員 
実施、回収までが年度内に終了しているのが本来ではないか。アンケートを実施し

て次に生かしてこそ効果があるものではないか。 

事務局 

計画においてはアンケートの実施だけでなく、活動内容として「職員の考え方を把

握する」ことを目的としていることから、目的は達成していないため、この評価が誤

っていると認識している。 

事務局 
この項目に関しては「ａ」ではなく「ｂ」評価、進捗率は８３．３％とし、総合評

点８３．３％としたい。従って総合評点「２」としたい。 

◎総合評価「２」とする 

実施項目３ 効率的な仕事づくり 

 ［事務局／状況説明］ 

所管課は行革推進室と危機管理課、総務管財課、情報政策課で、情報政策課のみ出席。 

５活動項目： 

・市民アンケートは未実施につき「ｄ」、 

・災害や非常事態に強い庁内体制の構築としては、Ｈ２９年度で未実施だった職員研修として人事課主

催の「もっと知ろう研修」において防災をテーマに実施し６０名が参加につき「ａ」、 

・ＩＣＴを活用した業務の推進については、職員用グループウエアでの会議室予約などシステム活用を

行うとあるが、現在実施しているのは情報政策課の備品予約等のみ。Ｈ２９年度は「ｓ」となっていた

が、昨年度は本来検討すべき課において検討がなされていないため、Ｈ３０年度は「ａ」とした。本来

なら総務管財課で管理している共用車や会議室のシステム予約を検討するべきところだった。 

・電子会議は情報政策課において本庁支所間の実証実験を行ったため「ａ」 

進捗率は７５％ 

 

６成果・効果額：達成率としては市民アンケートで便利と回答した市民の割合の点で、市民アンケート

未実施のため０％であるのを除いてはすべて１００％達成 

 

達成率は７５％ 

 

７総合評点計算：合計１５０％で「４」としたい 

委員 昨年度と大きく異なる点はどこか。 

事務局 危機管理課における職員研修を実施した点。 

委員 防災研修の規模は６０名規模で計画したのか。 

事務局 
人事課主催の研修であり、定員は設けていない。この研修については午前・午後２

回開催し、それぞれ３０名程度参加があった。 

委員 対象となる全職員は何名か。 

事務局 ４００名程度となる。 

委員 これは初めての試みだと思う。次年度以降はどのような計画か。 
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事務局 
危機管理課においてはハザードマップを１０年ぶりに更新しているため、市民をは

じめ職員に対しても危機管理体制強化を図る意向である。 

委員 危機管理課の職員も人事異動があるのではないか。災害時はどうなるか。 

事務局 

市長が災害本部を立ち上げる。職員の異動はあるが、災害発生時は第１体制から第

３次体制まであり、第１次体制は通常課長以上が対応するが、危機管理課を経験した

職員は異動後も第１次体制から参加し、あらゆる対応をすることとなっている。 

 

委員 

実施項目が４つある。ひとつが０％でも、他が１００％なら評価「４」となり、「目

標通りの効果があった」となるがどうか。全くやっていないものもあるが。 

 

委員 総合評価の評価と実際の中身が異なるというご意見だがどうか。 

委員 

３／４できていることは評価できるが、コメントとして、実施できていない点は早

急に実施していただきたい。電子会議の実証実験はいつまで実験を行う予定か。最終

目標はどうか。 

 

事務局 計画においては実証実験を行うことが最終目標となっている。 

麻生 

情報政策課長 

実証実験は三者間通話を行っている。これまで二者間通話はできたが、三者間にな

ると回線容量不足で映像または音声が届かないなど不具合が生じている。今後はやり

方を変え、タブレットとＦａｃｅｔｉｍｅというソフトを使用して一般回線での実証

実験を行う予定。 

 

委員 本番のリリースはいつを想定して進める予定か。 

麻生 

情報政策課長 

令和２年度中にタブレット等４台の機器調達を行い年度内に本番稼働を目指した

い。 

委員 なければ「４」でよいか。委員２人の意見をコメントとして付したい。 

◎総合評価「４」とする 

実施項目４ 部局を超えた横断連携 

［事務局／状況説明］ 

所管課は政策企画課 

５活動項目：政策調整会議の活用として、前年度同様実施できたため「ａ」 

進捗率は１００％ 

 

６成果・効果額：年間２４回の目標に対し実績２４回で達成率１００％ 

 

７総合評点計算：合計２００％で「５」としたい 

 

実施状況：政策調整会議の協議６７件、報告１６１件結果は庁内掲示板やＨＰで周知している。 

部局横断の活発な審議により情報共有がされているという状況。 

 

委員 年２４回ということは、月２回実施か。 

事務局 そのとおり。 

◎総合評価「５」とする 
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実施項目８ 新たな公共サービスの提供 

［事務局／状況説明］ 

所管課の市民課が出席。 

５活動項目：利便性の高い公共サービスとして、住民票などのコンビニ交付により利便性を高めること

としており、Ｈ２９年度下期から継続して実施につき「ａ」 

進捗率は１００％ 

 

６成果・効果額： 

・証明書等のコンビニ交付について、Ｈ２７年度の自動交付機での交付割合２０％と比較して、コンビ

ニ交付の割合が向上、増加することを目標としている。Ｈ２９年度が１１％に対しＨ３０年度は３．８％

となっている。昨年度と今年度で比較する数値が異なっているためこのような差が生じている。ここで

は本来全体の交付のうち、コンビニ交付が占める割合を算出すべきところだが、昨年度はＨ２９年１０

月～Ｈ３０年３月の自動交付機とコンビニ交付の総件数のうちコンビニ交付の割合を算出している。窓

口交付分が含まれていない。 

・窓口交付についても、Ｈ２９年度が５，３２４件となっているが、これはマイナンバーカードの交付

件数を計上している。本来ならＨ３０年度のように、諸証明の窓口交付件数を計上すべきところだった

ため、昨年度と比較し数字に大きく差がある。 

昨年度はすでに評価を受けているため数字を修正することはしないが、正しくは２９，７２８件となる。 

達成率は２５％となる。 

 

７総合評点計算 

１００％＋２５％＝１２５％で「３」としたい 

 

委員 Ｈ２９年度のコンビニ交付の件数は何件か。 

事務局 Ｈ２９年１０月～Ｈ３０年３月のコンビニ交付件数は３４９件となっている。 

委員 Ｈ２９年度の１１％は何の数字があがっているか。 

事務局 Ｈ２９年度の自動交付機の件数の内、コンビニ交付が占める割合。 

委員 比較対象が変わっているということか。 

事務局 そのとおり。 

◎総合評価「３」とする 

実施項目９ 公共施設の見直しと管理運営の効率化 

所管課は行革推進室 

５活動項目：分野別個別施設計画策定に向け作業を開始となっており、昨年度は施設所管課に評価表を

提出してもらい当課でとりまとめを行ったため「ａ」、しかしながら個別の見直しには至っていないため

「ｂ」 したがって進捗率は８３．３％ 

 

７総合評点計算 

合計で８３．３％、「２」としたい 

 

委員 
ずっと２でよいのか。何が問題で足踏み状態となっているのか。 

実施できない理由は何か。 
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事務局 

施設評価を所管課に評価表を作成してもらい取りまとめを行った。数が膨大で情報

量も多く、本来ならこの情報に基づき所管課中心に見直しを進めていくべきところだ

が、こちらとしての方向性を示していないため、担当課も戸惑っているのが現状。先

般施設管理システムの導入について提案を受けた。これらも含め効率的、効果的に進

めていきたい。 

事務局 

個別施設策定方針を示し、各所管課で施設のあり方等検討すべきところだが、所管

課においては、利用者の声や地域からこの施設がなくなると困るなどという地域性等

も考慮し、判断しづらく進められないのが現状。システム導入により、政策的な視点

から方向性を示すことができるのではないかと考えている。地域をこう動かしていく

ことができるというビジュアルを対外的に示すことができれば地域での話し合いにお

いても活用できる。個別計画を進めていくツールにもなるのではと期待し検討してい

る。利用者とのはざまで所管課では判断しにくいところを外から方向性を示す、イニ

シアティブが取れなかったことが進められなかった原因ではと思っている。システム

導入が前提ではないが、立ち位置として行革が率先して整理統合していく方向性を示

し所管課と一緒になって進めたいと考えている。 

委員 
人を納得させるということは難しい、高齢者は理解しづらいし、動けないという現

状がある。学校がなくなると火の気が消えたような感じがするのは確か。 

委員 
市がやっていかなくてはいけないお金の絡む問題を政策調整会議で話し合うことは

できないのか。 

事務局 

これまでの間も策定方針等も政策調整会議に諮りながら進めてきた。全体の方針が

あって、これから全体の施設をどうするか、というところで止まっている。到達点や

方向性を示せていないのが要因。これまでとりきれていなかったイニシアティブを持

って進めたい。 

委員 

素案は担当課で出す、というやり方では進まない。政策調整会議で話ができないも

のか。今までと同じやり方では同じ結果にしかならない。やり方を変えていく必要が

あるのでは。 

委員 

昨年益田市のスポーツ施設の管理のあり方について検討委員会があり、審議した。

美都の野球場を売却するという方針を出した。ある程度分野的に集中した会議などを

しないかぎり、公共施設の見直しは難しいと感じている。 

管理運営システムの話があったが、それも是非やってみてはどうか。 

事務局 
分野で広がっていくのが第１段階、第２段階は地域に広げていく必要がある。ここ

が進みにくいところだが、ここを進めていきたい。 

委員 
策定方針をつくる為にシステム必要なら早急に検討すべきと思う。いいものであれ

ば検討をしてほしい。 

◎総合評価「２」とする 

実施項目１０ 事務事業評価サイクルの確立 

［事務局／状況説明］ 

所管課は行革推進室。 

５活動項目：評価制度の確立・実施として当課において事務事業評価を行い評価のサイクルを確立する

ことになっている。行政評価を実施したものの評価のサイクル確立には至っていないため「ｂ」の２点 

進捗率は６６．７％ 

 

６成果効果額：評価を行った事業数としては１０４事業、評価の結果削減した額は０ 

達成率０％ 

 

７総合評点計算：合計６６．７％で「２」としたい 

 

実施状況：行政評価を実施し、所管課に結果を返したが、次年度予算反映には至っていない。評価実施
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時期の見直しが必要と考えている。 

 

委員 
活動項目のスケジュール。前年「ａ」３点でＨ３０年度は「ｂ」２点としているのは

なぜか。 

事務局 
評価のＰＤＣＡサイクルを確立すべきだが、評価のＣまでできたが、Ａの見直しに繋

がっていないため「ｂ」の２点とした。 

委員 
昨年度の結果として３点。効果がなかったということだと思う。同じサイクルで評価

するなら結果はいつまでも同じになる。 

事務局 
行政評価を実施して原課に結果を返したが、すでに翌年度予算編成を終了しており、

次年度予算に反映できなかった。今後はスケジュールの再設定が必要だと考えている 

委員 
そういうことであれば、総合評価も「１」として計画スケジュールや目標数値などを

見直す必要があるとすべきだと思う。 

事務局 
計画そのものを今一度見直す必要があると考える。内部で検討したい。１点という点

数についてもごもっともなご意見だと思う。 

委員 
自動車税など納税期限が５月３１日となっていると思うが、事務事業という点では、

口座振替を進めていくべきではないか 

事務局 

国民健康保険は原則口座振替を義務化するとポイントが高くなり国からの交付金が上

がるということはあるが、高齢者ニーズがあるわけではない。本人希望で動いている

のが実際。事務的には口座振替が効率的ではある。水道料金がコンビニ払い可として

いる。コンビニ払いにするから収納率が上がるのではなく、納付の選択が増えるとい

うだけ。 

委員 
益田市の場合、費用対効果が低いということで市ではコンビニ交付は検討段階で終わ

っている。 

◎総合評価「１」とする 

実施項目１１ 地域住民が主体となった地域運営の仕組みづくり 

［事務局／状況説明］ 

所管課の人口拡大課が出席。 

５活動項目：地域自治組織の設立支援とありますが、新規設立に併せ設立後のフォローアップをするこ

ととなっている。昨年度の設立は２団体のみにとどまっているため「ｂ」 

進捗率は６６．７％ 

 

６成果効果額：未設立１１に対し実績として２団体の設立のため 

達成率２５％ 

 

７総合評点計算：合計１１６．７％で「２」としたい 

委員 自治組織の設立は全部完成すると何団体か。 

塩満 

人口拡大課長 
全２０地区。そのうちＨ２９年度までに９地区。残りが１１地区ということ。 

委員 Ｈ３１年度は９地区が目標か。 

塩満 

人口拡大課長 
そのとおり。 

委員 自治組織は国が進めていることか。 

塩満 

人口拡大課長 

組織の設立はＨ２５年度から目指している。国が小さな拠点づくり、地域運営組織

を言い始めたのがＨ２７年度ごろから。市はそれより少し早かった。 
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委員 他の自治体でやっているところはあるか。 

塩満 

人口拡大課長 

総務省は地域運営組織という言い方をしており、多世代でいろんな目的を持った方

が一緒になってまちづくりを行うこととしている。県内では雲南市、県外では広島県

庄原市、山口市が実施しており、以前合併時に各自治体検討している。そのころから

動いている地区と、それから１０年くらい経って動いている地区とがある。 

委員 実績は２地区だが見通しはどうか。 

塩満 

人口拡大課長 

残り９地区のうち、全く手つかずという地区はない。すべて設立準備会を立ち上げ、

課題解決に向けた取組の検討を行っている。一概に何年度設立とはこちらでは決めら

れないが、全地区で今年度ある程度の見通しが立てられる見込みとしてこれからの検

討を進めると聞いている。 

委員 目標９地区に対し、実績２地区。遅れているということは難しかったということか。 

塩満 

人口拡大課長 

地域によってバラツキがあり、その要因は２つ。庄原市などは、行政側が制度とし

て決めたため、住民は組織を作るしかなかった。益田市は地区の意向にお任せする、

時期を決めていないという点で地区の話し合いにバラツキがあった。２点目は、人口

規模の大きい地区と小規模な中山間地域の違い。特に大きい地域では住民主体で何か

を作ろうという危機感や必要性が見出せないため、進まないということがあった。一

方、中山間地域は危機感が強く、新たな取組みを始めようという動きが早かったと思

う。 

委員 

吉田地区も来年５月立ち上げたい。地区振興センター単位で自治組織を作る中、益

田市ではまちづくり条例がなかった。地区振興センター設置条例がまちづくり条例に

該当するものとして理解していた。それがなくなり、その機能は公民館が継続するこ

ととなったが、まちづくり条例に見合う条例を検討したいとあった。こういうものが

あれば、各地区も条例に基づく地域自治組織を作ろうという流れになるのではないか

と思う。 

 

委員 

最大の２０地区が決まっているのであれば、２０地区に対してマイナスして目標を

立てるよりは、年度ごとに目標を立てる方がいいのでは。 

Ｈ３０年度は１１地区を目指していたのか。１１地区設立していることを考えれば

評価２点は実績に見合っているのか。 

 

委員 基準の見直しの尺度が違うという点が考えられる。 

塩満 

人口拡大課長 

最終的に２０地区立ち上げていただきたいとは思う。数値目標としては常に２０と

なる。状況によって関係なく２０地区できればよいわけでなく、地区内での協議、検

証等手順がある。Ｈ３０年度は１１地区全てを目指していたわけではなく、最大でも

５地区程度と見込んで予算措置していた。 

委員 

Ｈ３０年１０月９日開催の第２回審議会において提供のあった行政評価一覧におい

て、Ｈ３０年度は２団体、Ｈ３１（Ｒ１）年度は２団体、Ｈ３２（Ｒ２）年度は５団

体、Ｈ３３（Ｒ３）年度は２団体という目標数を設定していたはず。これを見るとＨ

３０年度に１１団体というのは違うのではないか。今回は仕方ないが目標の立て方は

この数字を使う方がいいのではないか。 

塩満 

人口拡大課長 

数値目標はそのように考えたい。昨年１０月以降の状況からすると、残り９地区も

協議が進んでいるため、昨年度１０月時点でのＨ３３（Ｒ３）年度までの目標も現時

点で修正が必要かと思う。 

委員 評価は２とするが、目標の立て方を検討するようコメントを付したい。 
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◎総合評価「２」とする 

実施項目１２  地域との協働と多様な民間活力の活用 

［事務局／状況説明］ 

所管課の人口拡大課が出席。 

５活動項目： 

・まちづくりラウンドテーブル（ＭＲＴ）による地域課題解決を図ることとなっており、一部計画通り

に開催できなかったため「ｂ」 

・民間事業者との協働についても「ｂ」 

進捗率は６６．７％ 

 

６成果効果額： 

・ＭＲＴは目標３回に対し実績２回、ＭＲＴにより実現した政策としては２事業 ６６．７％ ２点 

・子育て応援宣言企業、ＵＩターンサポート宣言企業、萩石見空港サポーター企業は今年度の数字だけ

を見ると１２４件となる。Ｈ２９年度にすでに累計１，５１２件となっていたため、目標はすでに達成

している。これは萩石見空港サポーター企業の登録が大半を占める。子育てとＵＩターンサポート登録

数は依然として少ない。 

達成率７５％ 

 

７総合評点計算 

合計１０４．２％ 評価は「３」としたい 

委員 
Ｈ２９年度は５だったものが、３になった。 

Ｈ２９年度のコメントに対して改善がされたか。 

塩満 

人口拡大課長 

まちづくりラウンドテーブルは食育がテーマだったため、市民の意見を反映した計画

作成ができている。運営の仕方としては、行政と市民の対話の場として設定している

が、言いっぱなしになっているのでは、還元されているのか、というご意見だと思う。

フィードバックはできていないが、政策に反映はできている。参加者を募る場合、生

産者や業者に参加を募るなど計画の取組みについて広く周知をしている。 

委員 

子育て応援宣言企業等の数値目標について、合わせて７５０件の数値目標を立て、そ

のうちのほとんどが石見空港サポーター企業という状況。石見空港サポーター企業は

自分で乗ればいいが、子育て、ＵＩターンサポートについては、企業からすると雇っ

て行こうという感覚に受け止められ、イメージ的に重いと感じる。それぞれの数値目

標を設定してはどうか。 

塩満 

人口拡大課長 

空港サポーター企業に関しては首都圏の会社でも登録ができる。エリアは異なる。 

別々に評価した方が、目的に対する成果としてはわかりやすいかもしれない。 

もともと、目的は違うが、民間と一緒になって施策推進を図る、民間活力を活用する

という共通目的を持っているため一つのくくりにしている。 

委員 こういう街を作りたい！というのがあるとよりわかりやすい。 

事務局 
行政と地域がどうパートナーシップの関係でまちづくりをするかという目的で、ご意

見をいただきながら策定するため今年度中に協議体を設ける予定。 

委員 
子育て応援宣言企業はどこまでを目指しているのか。育児休暇を取得できるように規

約を変えたりしなくてはならないのか。 

事務局 

子育て応援宣言は、育児休業の取得推進など、自分たちの企業がこういうことをしま

すと宣言するもの。市が定めたものに同調するというものではない。島根県のこっこ

ろカンパニーと類似している。県の方で宣言を出しているので市では宣言しないとの

理由で登録が進んでいない現状がある。ＵＩターンサポート企業にしても、子育て支

援策を項目として挙げているところもある。内容が重複していることがあるため、Ｕ

Ｉターンサポートで宣言すれば、子育て応援も宣言したようにみなすことができない
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かなど、課題となっている。子育て応援宣言企業は入札の総合評価の際、加点対象と

なる。 

委員 すでに目標は達成しているが、引き続き登録者数を増やす努力をしてほしい。 

◎総合評価「３」とする 

４．議題（２）益田市使用料・手数料に関する基本方針について 【資料３】 

◆使用料・手数料に関する基本方針を策定することについて事務局から説明 

 

これは、平成３０年１１月に、庁内において内規的に定めた基本方針です。 
 

益田市行財政改革実施計画の実施項目に掲げた「歳入の確保」において、実施内容として「既存の使用

料・手数料について適正化」と定ており、更に活動項目として「料金の見直しサイクルのルール化」「算

定基準の見直し及び明確化」を定めており、その実現のための方針です。 

 

「受益者負担」と「負担の公平性」を原則とし、減免の取扱い、施設の性質に着目した受益者負担割合

の明確化など、「使用料・手数料設定に関する基本的・統一的な考え方」を整理しようとしています。 

 

また、一般・高校生以下・未就学児などの利用者区分の設定や、市内・市外在住の違いや営利利用の場

合の割増率などについても、基準を定めるとともに、原則３年ごとに、社会経済情勢の変化、財政状況

の推移を踏まえた見直しを行うことなどを定めようとしています。 

 

委員の皆さまには、先ほどスケジュールをお示ししたところですが、市より７月を目途に、本基本方針

に関する【諮問】をさせていただき、８月に審議、１０月を目途に【答申】をいただきたいと考えてい

ます。 
 

そうして基本方針を正式に策定し、これに基づく「使用料・手数料の適正化」を、令和２年４月を目が

けて実施したいと思います。 

特に審議し、ご意見をいただきたい点については、また諮問において提示させていただきます。 

 

 

５．その他 

次回の日程について 

７月または８月で日程調整を行う。次回は会長欠席につき副会長が進行する。 

閉会 

以上 


